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サッチャー政権の地域政策改革とその背景

辻 悟 -
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1.は じ め に

一般に,どの政権であれ,またどの政策であれ その評価は清極的ないし肯定的なものと,

消極的ないし否定的なものとに分かれるものであるが,その索敵の程度は,その政権や政策が

ラディカルであればあるほど,激しくなりがちである｡1979年 5月から11年余の長きに亘って

イギリスをリードしたサッチャー政権とその地域政策もまた,その急進性ゆえに,とくに厳し

い批判を浴びた｡

確かに,サッチャー政権はその政策思想において,ラディカルというにふさわしい激しさを

持っていた｡だが,本稿の直接的考察対象である地域政策に関しては,サッチャー政権が断行

したその改革は,政権のラディカルな思想のみの産物ではなかった｡実際,それまでの地域政

策には,サッチャー政権ならずとも何らかの再検討のメスを加えなければならないほどの語間

題がすでに伏在していたのである｡そればかりか,地域政策を取り巻く環境もまた70年代には

いって,とくに第一次石油危機以後は,厳しさを急速に増していった｡この激変もまた従来の

地域政策の抜本的な見直しを不可避とする強力な一要因であった｡すなわも,サッチャー政権

による地域政策の変革には,新保守主義 ･新自由主義あるいはサッチャリズムなどといわれた

その政策哲学に加えて,地域政策の行方を大きく先走する政策環境の激変,それまでの政策じ

しんに内在する開港の重大化,さらには地域間題の理解の深まり,これら四つが強く作用した

のである｡

この小箱はあらためて,サッチャー政権下の地域政策を,次の順序で検討しようとするもの

である｡まず,次の第2節では,サッチャー政権自身の地域政策をみる前に,いわば従来型の

〔キー･ワーズ〕

サッチャリズム.地域政策改革,市場主義,サプライ･サイド,南北分裂
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地域政策を取り巻く環境が,70年代半ば近くから激変したこと.また,上記のとおりそれまで

の地域政栄自体ももはや放置できない開溝を砲えていたことなどに注目する｡こうした政策背

景の理解によって,いかなる政権であろうとも,従来型地域政策をそのまま継耗することは80

年代では恐らくは不可能であったであろうことが察知できる｡第3節の目的はサッチャー政権

による地域政策の改革を手短かに跡づけることであるC最初に,その改革を概観した後,政権

奪取直後の変更,84年および88年の改革を素描する｡それに続 く第4節においては,サッ

チャー政権の地域政策改革が評価され,それが残した課恩が指摘される｡終節では要約と,本

箱で触れられなかった考察課題が示される｡

2.地域政策改革の背景

次節でみるサッチャー政権の地域改発改革はけっしてその政権じしんのラディカルな経済思

想からのみ生み出されたわけではない｡それには,1ですでに指摘したとおり,政策環境の激

変とそれによる地域政策の決定的な行き詰まりなどの諸要因が,強く作用していたのである｡

従来の地域政策は70年代にはいって,とくにその半ば以降,機能不全状態に陥ったのである｡

79年の稔選挙でどのような政権が誕生しようとも,何らかの変更,それも微調整では終わり得

ないような変革を不可避とする重大な局面を,イギリスの地域政策は迎えていたのである｡こ

の象徴的事実は,それまでほぼ常に,地域政策の積極的推進の側に立ってきた労働党政権自ら

の手で,その後のサッチャー政権によって一層強力に実施されることになる地域政策の後退 ･

縮小,大胆な見直し路線が敷かれたことである｡

本節は,政策環境の激変,地域政策じしんにかんする間蓬と批判の重大化 地域問題の扱え

方の変化の三つに注目することによって,サ ッチャ-政権の地域政策改革をより的確に理解す

る一助にしようというものである｡つまり,すでに指摘したとおり,その改革をサッチャー政

権の経済思想,サッチャーリズムとだけ直結するならば,それは余りに短絡的な解釈なのである｡

2-1 政策環境の激変

イギリス経済の相対的衰退 (絶対的な衰退ではない !)1)は目新しいことではなく,19世紀

後半にまで潮る極めて長期的な現象であるが,戦後においてそれが初めて注Elされたのは50年

代未から60年代初頭にかけてであった (Desai,1989,301)｡その後,60年代後半のウイルソン

労働党政権下でこの国経済の近代化戦略が "TheNationalPlan…(DEA,1965)によって試み

られたこと,だが,長期的な経済構造問題よりも短期的なマクロ経済問題,すなわちポンド危

機への対応などが優先されるという,戦後それまでの経済運営路線がやはりその時期でも踏襲

され.近代化戦略はあえなく挫折したこと,これらは周知のとおりである｡確かに,国民経済

1) 戦後､第一次石油危機までの英国経済は.｢俺対的観点からすると--これほど順調で,これほど

急速に拡大したことはない｣という状態を享受したのICあった (ギャンブル,1987,36)0
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の相対的衰退それ自体は認識され,種々の分析と対応策の検討が試みられた｡だが,その逆転

に成功するような抜本的な方策は実行されないままで,イギリスは,地域政策にとどまらず,

国民経済全体にとっても重大な歴史的転換の時代の先駆けとなる70年代に突入したのである｡

70年代にはいると,経済の国際化は一環と進展し,新たな技術革新が展開し,変化のスピー

ドが速まった2)｡いまグローパ.)ゼーションや国際化の深まりについていえば,これらは経済

活動の立地にたいする政府の統御能力が極めて限定されることを意味した｡もちろん,このこ

と自体はひとりイギリス経済にのみ関わることではなく,他の国々にも等しくあてはまること

ではある｡ところが,その負の影響は,その国産業の国際競争力ならびに産業活動の場として

の当該国の国際的立地競争力が劣れば劣るほどそれだけ大きくなる｡当時のイギリスの工業そ

して産業活動の立地場所としてのイギリスは,不幸にしてそのことが強くあてはまる状態に

あった｡したがって,経済の国際化の進展は,この国の国際競争力不足を一層あらわにしたば

かりか,その低下を加速することにさえなった.それにつれて,国民経済のある程度良好なパ

フォーマンスが確保されてこそ.ある程度有効に機能する経済政策も,その効力を発揮できな

くなっていった｡もちろん地域政策もまたその堵外にあることはできなかった｡

このことの一つの決定的要因はいうまでもなく第一次石油危機であった｡これを機に工業の

衰退が全面的となったばかりか,激しいインフレがイギリス経済を直撃した｡60年代後半から

すでにあきらかになりつつあった失業率の上昇と物価上昇との同時進行状態は石油危機以後格

段の厳しさでこの国全体を覆い尽くしたOそれまでのケインズ主義的需要管理は,失業水準の

上昇を食い止めることができないばかりか,失業率と物価との トレード･オフの関係さえ維持

できないことが明白となった｡戦後のディマンド･サイドの経済運営への膚頬が急速に失われ

た｡かくして,インフレ抑制がマクロ経済政策の第一日標となり,そのためにも公共支出の圧

縮が最重要課題の一つとなった｡これらは,地域政策予算の強大な削減圧力となった｡

工業の全面的衰退は当然の帰結として投資水準の低下をもたらし,それゆえに立地移動可能

な投資や企業の数もまた減少した｡このことによって,従来型地域政策の中心である産業再配

置政策の客観的な存立基盤が大きく崩れたのである｡もはや産業の再配置どころではなく,可

能であれば所を問わない産業の再生 ･振興が優先課意となった｡上のことに加えて,インナー

シティ問題,大都市経済の衰退問題が空間政策間麓として注目の度を強めた (辻,1984およ

び1993)｡

以上のとおり,需要管理による経済安定化政策.これに基づ く完全雇用政策にかわって,イ

ンフレ抑制,公共支出の削減,そのための ｢大きな政府｣から ｢小さな政府｣-の方向転換が

実行され,場所を問わない産業振興策が打ち出されたO大都市経済閤愚が凍刻化し,産業再配

置政策を行き詰まらせるほどに,立地移動可能な投資が大幅に減少した｡これらすべては,そ

2) こうした変化については,輩者も述べる機会をすでに持った (辻.1984および1999)｡
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れまでの地域政策を機能不全化する要因であるとともに,その後の地域政策の在り方に濃い影

を落とした｡

212 地域政策じしんの諸間恩

サッチャー政権の地域政策改革には,既述のとおり,それまでの地域政策自身に随伴する詫

間麓とそれらへの批判に対応するという一面を有していた｡実はこの意味でも,従来の地域政

策は何らかの再検討を要するほどの局面に立ち至っていたのである｡

従来型地域政策は一定程度の成果をあげたという肯定的な評価を受けながらも,いくつもの

問題をはらんできたのである｡それらのなかには次の五つがあった｡1)その一つは地域政策

の費用対効果である.地域政策の主目標は失業率の地域格差の是正であり,そのための開発援

助地域 (AsSIStedAreas,AAs)での雇用創出 (またはその維持)であるが,この点で地域政

策支出はどの埋皮効率的であったのか,という問題である｡2)地域政策は.産業再配置にあ

る程度成功したとしても,つまるところAAs ないし開恩地域の ｢分工場経済化｣を助長した

のではないか,という疑問が多くの関係者の間で抱かれてきたのであるC3)誘致された工場

は閉鎖や海外移管に見舞われやすいのではないかという懸念も根強く存在した｡4)産業の再

配置ないし誘致に注力し過ぎて,城内の既存産業および新規産業への注意が乏しいという批判

も投げ掛けられてきた｡5)地域政策は工業偏重であるという疑問も,地域政策に付きまとっ

てきた｡

1) 地域政策の費用対効果間麗

確かに,イギリスの地域間恩は端的には地域的雇用問題であり,したがってその地域政策は

失業の地域格差の是jL AAs での雇用の創出ないし維持を主目標としてきた｡AAs の指定基

準も主として失業率に代表される雇用関連のものであった｡ところが,AAs で産業 ･企業に

与えられる主な優遇措置は固定資本投資への資金援助であった.問題はそればかりではない｡

たとえば72年産業法の下では,地域政策はAAsにおける雇用間選の改善だけでなく,産業の

合理化 ･近代化促進策の一翼を担うものとしても実施された｡その結果,産業への地域援助措

置で雇用が創出ないし維持されるとしても,雇用一つ当たりの援助支出が多額になるばかりか,

企業の合理化 ･近代化のための設備投資にたいする公的資金援助は雇用創出効果はおろか,そ

の維持効果さえ発揮できず,それどころか雇用削減に寄与する場合も少なくなかった｡こうし

た事実は,たとえ当該企業ないし事業所の挽争力の維持や回復強化には寄与するとしても,

AAsの雇用問題の改善には資することなく,むしろその悪化に役立つという,本来の政策意

図とは全く逆の役割を地域政策は演じたことを意味する｡

いまひとつの問題は,企業への地域援助が,援助の有無に関係なく当該立地場所で実施され

たに違いないような投資にまで与えられたことである｡立地選択の余地のないこの種の投資に,

地域政策による援助が供与されるべきか否かは大いに問題であった｡
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次の指摘は上の詰問蓮の存在の一つの裏付けとなろう.すなわち,化学 ･金属工業は66176

年で地域摸助稔額の約4分の 1を獲得したが,それらのAAsでの雇用創出という点では,ゼ

ロまたはマイナス効果しかもたなかった｡イングランドでは,79/80年から82/83年の間で地

域援助は減少したものの,スコットランドでは逆に増加した｡その主な理由は,巨額の地域開

発補助金=ReglOnalDevelopmentGrants(RDGs)が石油関連産業に与えられたことにある

(Damesick,1987,55).

念のために,Balchin(1990,70-71)の指摘もみておこう061-81年の20年間における雇用

創出ないしその維持に要した,雇用一つ当たりの平均政府支出は約5万ポンドであるが (1985

年価格),地域援助形態や産業の種類によってその政府費用は大きく異なる｡選択的地域援助=

RegionalSelectiveAssIStanCe(RSA)の場合,その雇用創出費用は21,000ポンドであるが,

RDGsでは31-000ポンド,地域雇用報償金=RegionalEmploymentPremium(REP:DEA,

1967)になると91.000ポンドとなる｡業種による相違も著しく,衣服工業の雇用創出費用は

1万ポンドで済むが,鉄鋼などの金属工業の平均費用は実に36万7000ポンドに達する｡なお,

援助の製造業への偏 りとサービス産業の軽視も問題である｡72-84年でRDGsの4分の3が,

石炭 ･食品 ･鉄鋼 ･化学などの製造部門に向けられたが,これらの産業は当時,多数の雇用喪

失を経験しつつあった｡こうした産業とは逆に,イングランド南部で成長しつつあったサービ

ス産業の再配置捨置は極めて不十分であった (この工業偏重問題は後段で再論)｡

以上要するに,雇用間選の改善を目指しながら,実のところは資本集約的産業に有利であり,

また人貞削減を助長するような産業の資本集約化に手を貸す地域援助が行われ,さらには立地

選択の余地のない投資にまで援助が与えられるという,本来の地域政策目的から逸脱する援助

行為が地域政策の下で行われてきたのである｡

2) AAsの ｢分工場経済化｣問題

たとえ工場再配置に成功しても,その誘致工場は主として現場機能それも比較的低次機能を

分担するのみであって,研究開発機能や,経営の中枢により深く関わる意思決定機能をもたな

いために,また地域諸産業との機能連関が乏しいために,誘致工場は結局は当歌地域経済の

｢分工場経済化｣を推進する役割を漬ずることになるという批判や疑問が,関係者の間で根強

く持たれてきた｡

もちろん,分工場は常にその進出地域でそうした役割 ･効果しかもちえないというわけでは

ないが (辻,1994a),地域政策によって誘導された分工場の中には.そうしたものが少なくな

かったのであろう.

3) 誘致工場の存続力の弱き

このこともまた,再々憂慮きれてきたことである｡AAsに進出した工場はその他の工場と

比べて,不況に見舞われると閉鎖されやすいとか,海外へ移転され易いとかの懸念である｡現

実にそうであったのか,このことの点検 ･実証は必ずしも容易ではないが,70年代にはいって,



#**#% *101% *1%

再配置工場が次々と閉鎖され,海外へと流出していったこと自体は疑いない事実である｡だが,

そうだからといって,もし工業再配置政兼それ自体の有効性を全面的に否定するとすれば.そ

れはあまりにも早計であろう｡

一般的には外部からの進出工場には,生産機能,それも低次の生産機能に徹するものもあれ

揺,高次の生産機能ばかりか研究開発機能をも兼備するものもあり,また地域産業との連関の

希薄なものもあれば,逆に強い連関関係を求めたり作り出したりさえするものもあるというよ

うに,分工場といってもそれらは決して一様ではない｡こうした分工場の多様性は現実の進出

工場ではっきりと見られるとおりである｡

この3)および上の2)とも関係するが,従来の地域政策では,地域雇用の量が専ら間恩にされ,

創出される雇用の質への注意は乏しかった｡この量重視傾向は,間産地域の長期的に良好な地

域経済化への地域政策の役剖 ･寄与を軽視させる一因となった｡

4) 産業誘致の重視と,内発的開発の軽視

確かに,地域間題の改善役は,従来は主として当該地域外の産業に求められてきた｡だが,

一歩下がって地域経済盛衰の要因や要素を考えるならば,たとえある時点で産業誘致が有効で

あっても,状況変化とともに,そうでなくなることも十分にあることが容易に理解される｡事

実,上述のとおり70年代にはいると,これまである程度効果的であった産業誘致策が次第に機

能しなくなったのである.もちろん,一般的にいえば,もっと早い時点から,より大きな注意

が地域内部に注がれるべきであっただろう｡いずれにしろ,政策環境の激変にも促されて,読

致型 ･外部依存型地域開発政策への疑問が募っていった｡

5) 地域政策の工業偏重問題

イギリスの産業再配置政策はつまるところ ｢工業｣再配置政策であ･Dて,地域援助も工業を

極度に偏重するものであった｡このことは,この国の問題地域が斜陽産業,主として衰退する

鉱工業に地理的に特化するという産業構成上の問題であると解釈されてきたこと,そしてそこ

での問題改善兼は成長する工業の地域外からの誘致に求められたことによる｡サービス活動の

消長は基本的に工業など物的部門のそれに基本的に規定されるのであり,工費こそが,地域経

済繁栄の要である移出 (輸出)産業であるという理解が従来から有力であったために,サービ

ス産業には付随的 ･派生的な位置しか与えられなかった｡サービス活動は立地移動性が乏しく,

それゆえ再配置政策の対象にはなりえないという支配的な理解も,工業偏重政策を助長した｡

それでも.工業がある程度の成長力を保持し,雇用をも創出する限りは,上のような理解と

工業偏重の地域援助策も,破鐘を来すことはなかった｡だが,肝心要の工業自身が成長力を失

い,雇用創出の点でもその寄与がマイナスに転じると,そのうえサービス産業の相対的に旺盛

な成長力と雇用創出力が歴然とすると,工業中心主義の地域改発-の疑問や批判もまたしだい

に高まり,疑問や批判の安当性も強まることになった｡これに加えて,サービス活動のすべて

が工業ないし物的活動に従属するわけでもなく,また移動性を欠く存在でもないことの理解も
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漸次緩まっていった｡

このように,工業とサービス産業との対照的な推移,この事実に触発されたサービス産業へ

の関心の高まり,その調査研究の進展は,サービス産業を地域政策援助の対象に正しく位置付

ける必要性を浮き彫りにするのに大きく貢献した｡後述のとおり,サッチャー政権の地域政策

改革の中に,サービス産業への援助の拡充が盛 り込まれるのは,一つにはこうした背景による

のである｡

もっとも,地域政策における工費中心主義はイギリスのみのことではなく,他の国々にも共

通することであり,それが近年しだいに改められつつあることもまた,イギリスでのみ観察さ

れることではない (Marshall.1988.辻,1997b)8

2-3 地域間是の理解の深まり

サッチャー政権下の地域政簾改革には,経済的事態の新展開とともに地域間題の理解が従来

のそれを超えてきたことも,一役買っていたに違いない (Randall,1979)｡従来は衰退地域間

愚はその地域の産業構成間魔であると捉えられ,それゆえに地域外からの成長産業の再配置に

よって,地域の産業構成を多角化することこそが,問題改善の決め手であると考えられた｡し

かも地域間題は長期的なものではなく,短期的に解消されるという,後年の実態からすれば余

りにも楽観的過ぎる見方さえ,少なくとも60年代初めまでは存在したのである｡

ところが,事態の進行はこうした理解が魅めて皮相的であることを疑いないものにした｡産

業構成という点に限っては,産業再配置政策の一定の成果,衰退産業の一層の縮小などに伴っ

て,衰退地域と繁栄地域との相違はかつてはど顕著ではなくなった｡だが,それにもかかわら

ず,地域間題の改善は実現しなかった｡もちろん産業構成の意義が皆無になったわけではない

し,工業の枠から踏み出して,サービス部門の業種構成,工業とサービス産業の両者を含めた

産業構成がもっと注目されなければならなかったということにはなろう｡事実,この国北部の

産業構成の負の影響は,52年以降のどの時期よりも.81-89年のほうが厳しかったのである

(Chisbolm,1992,169)｡

地域間題の捉え方に大きな変化をもたらしたのは,もちろん上のことのみではない｡地域経

済の衰退は,単に衰退産業への地域的特化という産業構成問題に基づくだけではない｡他の一

因は既存産業の非効率,競争力の欠如,拡大はするものの変化する当該産業の市場ニ-ズへの

その適応力不足であり,さらにいま一つの地域の不振要困は,衰退する産業にとってかわる新

しい産業が当敦地域の内部から十分に芽生え拡大しないことにあるという理解が勢いづいてき

たのである｡地域経済の変化要素を一般に考えるならば,地域内の既存産業の競争力,新兼活

動の動静が注目されても当然であろう｡ この意味ではそれら-の注意の拡大は遅きに過ぎる観

もあったろう｡しかし,産業再配置政紫がある程度の有効性を保つ限り,その政策の継続で事

なきをえることができたのであり,この意味ではそれもやむなきことでもあった｡
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だが,既述のとおり,再配置政策がしだいに樺髄しなくなるという重大な事実変化に促され

て,否応なく他の変化要素,衰退要素にも注意が注がれこととなったのである｡そしてまた,

間蓮は決して橿期的に解消されるような類いのものではないという認軌も,問題の存続,深刻

化という冷酷な現実によって深められたのである｡

上述のサービス産業への関心の高まりも,地域間題の理解に新しい要素を加えるものであっ

た｡その産業についてのそれまでの凍え方は余りにも単純であり,サービス部門には従来の平

板な理解と合致しないサービス活動も含まれることが次第に明らかとなった｡このことにも促

されて,衰退地域問題対策も,工業の枠内にとどまらず,サービス部門をより強く取り込んで

考えられるようになった｡

3 地域政策改革の概説 と要点

3-1 サッチャー政権の碇済思想と推済政策

サッチャー政権が実施した地域政策改革に目を向ける前に,その経済思想と経済政策を一骨

しておこう｡それはいうまでもなく政権の地域政策改革をより的確に理解するためであり,そ

の限りにおいてのことである｡サッチャリズムとはいかなるものであったのか,このような一

般的で難解な開窓の考察は,他の論者に委ねよう3)0

まずその要点を列挙すれば次の五点である｡すなわち,ア) ｢戦後の合意｣および ｢合意の

政治｣を敢然と拒鵜した｡イ)たとえそうだとしても,その経済思想や経済政策は全く目新し

いというわけではなく,すでにそれまでの保守党内で折に触れて論じられ捷起されたことが少

なくないこと (だが,当時はそれらは主流とはならなかった),ただ,歴代の保守党政権と

サッチャー政権との決定的相違は,前者はそれらを実行せず,後者はそれらを実行したことで

ある｡ウ)実は ｢戦後の合意｣はすでに70年代半ばに労働党政権によって事実上放棄され,誇

張していえば,その時点が事実上のサッチャリズムの幕明けといってよいほどである｡エ)こ

れらから明らかなとおり,サ ブチャー政権にもそれまでとの一定の連続性が色濃く認められる

(もちろん,重要な相違も着通してはならない)｡オ)サッチャー政権のラディカルさはその実

際よりもむしろそのレトリックにおいて鮮明である.次に,これらを順に今少し詳しくみてみ

よう｡

ア) ｢戦後の合意｣および ｢合意の政治｣の否定

第二次大戦後,70年代半ばまでのイギリスは ｢溝龍から墓場まで｣と広く人口に胎爽された

福祉国家体制下にあった｡すべての国民に一定水準の福祉を保証し (広い意味の社会保障政

3) サッチャリズムとは何であったか,このことについての一般的合意がないのであれば,サッチャリ

ズムのインパクトを評価しようとしても､それはまことにむずかしい (Gamble.1996,′18)｡サッ

チャT)ズムに関しては.ギャンブル (1990),宇都宮 (1990),梅川 (1997)などを参照｡なお,

ジャーナリストの手になる三橋 (1989),高畑 (1989)も興味深い｡
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栄),完全雇用を目指す (完全雇用政策),そのためにケインズ主義的需要管理 (経済安定化政

栄)を経済政策の基本とする,これらが,両大戦間期の高失業と悲惨な貧困を体験しそれらの

再発防止を目指すこの国の戦争直後の国内政策,福祉国家政策の中心であった｡そしてこのこ

とは,いわば ｢戦後の合意｣として長く保守 ･労働両党の歴代政権のBl家運菅の共通の基盤と

なったoこうした戦後体制下では国家 ･公共部門が重要な役割を演じた｡｢大きな政府｣は揺

るぎない合意の一大要素であった｡保守党内にも労働党内にも,もちろん,｢戦後の合意｣に

基づく穏健で中道的な経済社会運営に飽きたらない声も聞かれたが,それらは少数派にとどま

り,実際の政治 ･政策は ｢戦後の合意｣をベースにして,｢合意の政治｣が基本的に貫かれ,

ラディカルな考え方によって大きく左右されることはついぞなかったO

だが,70年代はいると,｢戦後の合意｣の存続が次第に困難となった｡世界経済全体を,ち

ちろんイギリス経済をも激しく巻き込んだ経済的危機の下では,何らかの変化は不可避であっ

た.戦後のケインズ主義的合意は,その継続の限界点に達した｡この国縫清の諸問題の分析が

どのようなものであれ,70年代以降の国民経済を適切に機能させるための新しい政策が必要と

なった｡構造変化という言葉にふさわしい激しい変化,抜本的変化が経済と政策の両方におい

て差し迫ったものとなったのである (Green,1989,3and5)0

こうした歴史的激変期に登場したサッチャー政権は,上のような ｢戦後の合意｣および ｢合

意の政治｣に真正面から異を唱えた｡それらこそが英国経済の相対的衰退の一大要因であると

断じたのである｡この考えは,経済的衰退を食い止め反転させるには国家の関与が不可欠であ

るというそれまでの支配的見解とは正反対であった｡つまり,国家の介入は国民経済問題の改

善役からその原因-と一転したのである｡｢合意の政治｣は閉息の根源であると確信するサッ

チャー政権は対立や対決を恐れなかったoなぜなら,サッチャーからみれば,妥協ないし合意

はイギリス経済の諸問題の解決を妨げる一因そのものであったからである (Desai,1989,

310)4)｡したがって,政党 ･党働組合 ･産業界の三者の合意 ･安協によるそれまでの経済運普

方式もきっぱりと否定された｡この点は,組合の激しいストライキに直面しながらもなお,そ

のパートナーとして組合への一定の信頼をすてきることのなかったヒース政権とは実に対照的

である (図一1).サッチャー政権の仮借ない攻撃の最大の標的はもちろん労働組合であった.

実際,サッチャー政権の実績には顕著なものとそうでないものとがあるが,組合勢力の圧殺は,

政権の目持した諸目榛の中でもおそらくは最も目覚ましい成果をあげた一つであろう｡後述の

ようなヒース政権が演じた ｢Uターン｣とはサッチャー政権は無縁であった｡

しかしながら,見落としてはならない一つの重大な事実は,国家の経済的役割についてであ

る｡確かにサッチャー政権は市場の復権を重視し,｢小首な政府｣を提唱した｡だが,そのた

めには国家の経済的介入,つまり ｢強い画家｣を必要としたのである (ギャンブル,1990)｡

4) いうまでもなく,実際には一切の妥協を排除したのではないし,ついでに付言すれば,サッチャー

政権も挫折や後退も経廉したのであった (RIddell.1987,6)
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図-1 労働争議による喪失稔労働日数

労働組合への苛烈ともいえる攻撃,そのための労働市場への強力な国家介^,またロンドン･

ドックランド再開発における国家の棟極的役割に,その明白な事例を見ることができる (辻.

1992)｡別青すれば,サッチャー政権は,それまでの広範Bflの国家介入は否定したものの,特

定分野での徹底した国家介入には極めて棟極的であったのである (Martin,1992,133)O

イ) 過去との類似性

前述のとおり,サッチャー政権の経済思想および経済政策はそれまでの保守党内でも議論さ

れ捷起されてきたものであることにも注意しなければならないOこのこと自体は別段驚くべき

ことではない｡なぜなら,どの実際の市場経済にあっても,市場も政府もともに完全無欠では

ないのであるから,両者のバランスが質的量的にいかにあるべきかは市場経済における一つの

永遠の課題であるからであり,したがって国民経済の相対的衰退が次第に顕著になるイギリス

にあって,戦後の ｢大きな政府｣や広範囲の健済分野への国家介入を巡って,多種多様な議論

があったとしてもなんら不思議ではないからである｡もしなかったとすれば,それこそが不可

息講というものであろう｡

事実,たとえばヒース政権を生んだ70年の稔選挙における保守党の選挙綱領では,｢新しい

スタイルの政府｣が掲げられ,｢静かな革命｣が企図された｡インフレ抑制が最重要視され,

さらに公共支出の削減,所得税の切り下げ,労使関係の改革,競争の強化が公約されていた｡

これらは疑いなく後年のサッチャー政権が実施する政策に他ならなかった (Gardner,1987,

37･Riddell,1987,6)｡要するに,｢市場話力の回復｣が目指されたのである (グリンおよび

ハリスン,1982,93)｡しかし.両者の意図するところは根本において異なっていた｡すなわ

ち,ヒース政権の目的が,国民経済の近代化によって既存のシステムをより良く機能させるこ

とにあったのにたいして,サッチャー政権の狙いは,既存のシステムの破壊によって国の経済

的衰退を逆転させることにあった｡そのために,国家と個人とのバランスを後者に有利に変え

ようとした｡ヒース政権が目指した改革が ｢戦後の合意｣を前提としていたのにたいして,
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サッチャー政権の改革はその合意の否定の上にこそ実現されるものであった (Rlddell,1987,

6)5)｡

経済のサプライ ･サイドへの注目もまた,サッチャー政権に固有の目新しいことではない.

改めていうまでもなく,確かにケインズ主義的な需要管理,つまりはディマンド･サイドの経

済政策が ｢戦後の合意｣期では国内経済政策の中心に位置していた｡だが,それでもサプラ

イ ･サイドが全く顧みられなかったわけではない6)｡この事実も,経済的衰退がしだいに明白

となるにつれて,国民経済のサプライ･サイドの弱きが露呈したのであるから,当然のことで

ある｡実際,サッチャー政権の出現を見るまでに,イギリス経済の近代化戦略が三度試みられ

た｡既述の"TheNat10nalPlan''はその最初であって,ウイルソンは国民経済の近代化推進を

企図した最初の政治的指導者であった (Desai,1989,307)｡その後を襲19たと-ス政権も70

前代後半のキャラハン政権もともに産業の近代化,サプライ･サイドの強化を目指した｡これ

ら三つの近代化戦略は重要な相違点をもちながらも,いずれも十分には実行されずに,途中で

挫折 したという一点で相互に固く掛 よれているのである (Martin,1989,80-1)｡ヒース,ウ

イルソンの両政権はともに,短期ないし目前の問題に翻弄され,結局のところ経済的衰退の根

源に鋭く迫ることはできなかったし,キャラハン政掛 ま現実の厚い壁に阻まれて,その近代化

戦略もまた途中で頓挫 し,88-89年の ｢不満の冬｣(前掲図11)を経て,サッチャー率いる保

守党に政権の座を明け渡したのであった｡

ウ) サッチャー革命の70年代半ばの事実上の幕開け

サッチャー政権の経済政策や地域政策を見るうえで看過できないもう一つの事実は,先にす

でに触れたとおり,｢戦後の合意｣ないし戦後の福祉国家体制との決別の道が,事実上70年代

半ばに労働党政権によって切 り開かれたことである｡失業者の急増を見たまさにその時点

(75J76年)で公共支出の削減が断行された.労働党政権といえども,激しい物価上昇や国際

収支の危機などを前にして雇用対策を犠牲にせざるを得なかったのである｡これによって完全

雇用政策は放棄され,｢小さな政府｣への方向転換が強行された｡したがってマクロ経済政栄

のこの転換点,76年は79,81の両年と同じほどの重要性をもつという指摘も決して不当ではな

い (Riddell,1991,16)｡かくして,国民経済の急激な実境悪化と,それによる ｢戦後の合意｣

との決別は,地域政策にも大きな直接的影響をもたらした｡それは一言でいって,地域政策か

らの国家の大幅な後退であった (辻,1984)｡

エ) 過去との断絶点

ここまでの考察からすでに明らかなとおり,サッチャー革命の諸要素には過去に芽生えたも

5) 両政権の間には,他の相違もある (豊永,1998,77-78)｡

6) 1960年代の産業近代化推進論者味.r横極的なサプライ･サイドの産菓政兼を望んだ｡その政策に

は,新規設備投資.合併と産菓合理化,新技術の開発と導入などを促進する諸政策を含んでいた｣

(ギャンブル,1987,55)｡
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のが少なくないO繰り返せば,サッチャー政権のいくつかの政策はヒース政権が当初唱えた政

策そのものであるし,サッチャリズムに通じるものは実質的には70年代半ばに開始されたOだ

が,過去との類似性とともに,重要な相違ないし断絶性がサッチャー革命には認められる｡こ

れこそがその真骨頂であったろう｡

もちろん,既述の ｢戦後の合意｣や ｢合意の政治｣の真っ向からの拒絶は,それまでの歴代

諸政権とを分かつ決定的相違点であるが,その他にも次のような断絶点がサッチャー政権には

みとめられるOヒース政権は二大経営危機を引き金として,また炭鉱労働者などの激しい攻勢

に直面して (前掲図一1),｢Uターン｣としてやがて広く知られることになる政策の大転換を敢

行した7)｡これとは全く対照的に,サッチャー政権は79-81年の深刻な不況,失業者の急増の

其直中で,公共支出を削減した｡また,83-84年の炭鉱労働者の歴史的な長期のストライキに

も屈せず,安易な妥協を拒否した｡これら二つは,対立を恐れず,｢合意の政治｣を拒絶する,

政権のかたくななまでに強尚な姿勢と,ラディカルな思想を象徴するものであろう｡

もっとも,サッチャー革命を容認するないしは容認せざるをえないような社会的状況も,

｢戦後の合意｣を否定する政策を実行するうえで,大いに寄与したに違いない｡経済的蓑過の

一層の決刻化,激しい物価上昇,一部労働組合の過激な行動とそれによる社会的経済的混乱,

これらへの対応面での歴代政府の失敗,これらはすべて,従来の経済運営や政権の姿勢にたい

する国民の不信の念を募らせ,サッチャー革命を受け入れる国民感情をしだいに強めたに違い

ない｡事実,かつての労働党支持者の中には,保守党支持へと鞍替えする人々も,熟練労働者

を中心にして少なくなかった｡失業者はともかく,高水準の失業状態の中でも仕事を有する労

働者は所得上昇という経済的利益を獲得することができたのである｡この事実もサッチャー政

権の一つの支持基盤となったOなおまた,それは,労働党にも影響し,オールド･レーバーか

らニュー ･レーバーへの転換を促す一因ともなった｡

オ) レトリックと実際との東都

サッチャー政権に限らず,一般にどの政権でも.実際の政治 ･政兼は,その政策思想に基づ

きながらも,同時に実際の社会的経済的などの緒状況を勘案されながら,行われるものであるo

Lたがって,たとえ､当該政権のレトリックと実際の政策との問に,何らかの蔀髄がみられて

ち,それは驚くに当たらない｡このことは,激しさにかけては戦後のどの歴代政府にも劣らな

いサッチャー政権にも等しくあてはまる (Brittan,1987)C他の諸政策でもそうしたことがみ

られたが,地域政策においても同様であった｡すぐ下でみるとおり,サッチャリズムそのもの

を現実に適用するならば,もちろん地域政策は全く不要であっただろうが,実際にはその全面

的放棄は,政治的 ･社会的に不可能であった｡また,地域援助措置にしても,一挙に大転換を

とることもできなかったのであろう｡地域政策改革も後述のとおり段階的に実施された｡かく

7) 新しいスタイルの政治を約束したヒース政権ではあったが,その実際は.最初の2年半のうちに当

初の政策のほぼすべてを放棄してしまっている,というものであった (Gardner,1987.37)｡



サッチャ-政権の地域政兼改革とその背景 13

して,政権のラデイ*)I,さは,実際においてよりもそのレトリックにおいて鮮明であったので

ある｡

3-2 サッチャー政権の地域政策改革- 概観

新自由主義者によれば,地域間題は市場話力の産物であり,その是正はそれら市場話力に

よってのみ可能である｡したがって,政府が果たすべき役割とは.生産の収益性を確保できる

ような諸条件を整備すること,企業家的活動の促進のための援助措置を設けること,これらに

限定されるべきである｡この限定によって,市場メカニズムは地域的不平等を解消するであろ

う｡ゆえに,市場の働きを歪めるような政府介入は最適結果をもたらさない｡市場とくに労働

市場に本来の柔軟性を取 り戻す,そのために労働市場 ･住宅市場の規制撤廃と,福祉関連語手

当ての見直しが不可欠である,と新自由主義者は理解した (Moban,1999,180-1)｡いうまで

もなくサッチャー政権の地域政策改革は,基本的にはこの考えに沿って進められた｡

もちろん,多くの政権がそうであるように,サ 'チャー政権もまたその当初は,既存の地域

政策を前連にして,その変更 ･廃止を実施した｡そして,83-4年で政権の独自色を打ち出し,

さらに88年にはその色合いを一段と強めた政策を導入したのである｡つまり,地域政策改革は

三段階にわたって推進されたわけであり.サッチャー政権といえども一気に急激な政策変更を

図-2 地域政策溝助支出の推移.1970-90年
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原注:その他*-1966年産業法おJ:び地方尾用法にもとづく地放線助｡
その他事書-1988年JhteFPriseJJdtl&tJYeの下IC発表された新しい地域嬢助措置｡
一一一一-見込み｡

引用者注1本園の原資科は省略｡
2RDGNは.84年改訂後のRDGのこと｡
3支出額の単位は盲方ボンll'で,19紬年価格｡

(出所)wTeZ).1990.54
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強行したのではない｡上述のとおりやはり,いかに原理原則で急進的であるとしても,現実に

はその原理原則をそのまま,しかも一挙に実際の政策に移すことはできなかったのであろう｡

三段階の政策改革の内容は次項に譲ることとして,ここではその全体を概観することとしよう｡

サッチャー政権の地域政策改革を通観すると,次の六点が浮かび上がる｡ア.地域政策の優先

順位が引き下げられた｡ィ.｢小さな政府｣化の一環として地域政策支出が削減された (図一2)C

ウ.それは,AAsの見直しと地域援助の選択性の強化とによって実現された｡工.地域政策

の費用対効果の向上が追求された｡オ.問題地域のサプライ･サイドの弱点に日を向け,従来

の短期的問題よりも長期的な問題の改善に注意を払った｡カ.城外企業よりも域内企業を,大

企業よりも (地域の)小企業を,重視した.ただし,海外の大企菜は決して軽視されはしな

かった｡以下では,アに重点をおき,その他の五点についてはごく簡単な注釈を付すにとどめ

る｡

7.地域改発の優先順位の引き下げ

｢戦後の合意｣下にあったとはいえ,保守党はその思想において,地域政策,もっと一般的

には市場への国家介入に,労働党に比して消極的であった｡したがって,保守党政権による地

域政策の軽視はサッチャー政権が初めてではけっしてない｡事実,51-8年の地域政策の中断は,

主として,国の経済計画,産業統制に否定的なこの党の市場経済思想に基づ くものであった

(McCallum,1979,9)｡もちろん,地域間選Iが肖滅したとさえいわれたほどに良好な当時の国

民経済そして地域経済のパフォーマンスがその強力な背景をなしていた｡50年代の地域政策の

事実上の休止を思いおこすならば‥ サッチャー政権の地域政策を余りに特異と見ることは的

確ではないのである｡また,すでに示唆したとおり,70年代後半には,国民経済全体の詫間選

やインナーシティ問題の激化によって,地域政策の優先順位はすでに引き下げられたのであっ

た｡

いまあらためて,｢戦後の合意｣下の地域政策をふりかえると,その政策は次の三点に基づ

いていた｡すなわち,ア)衰退地域間恩の原因は需要の局地的不足であり,それは当該地域の

陳腐化した産業構成に起因する,イ)国家介入の根拠は社会的ならびに経済的なものである

(社会的根拠は,雇用機会の地域的不均衡を是正することにあり,経済的根拠は,衰退地域の

遊休労働力の活用によって,国全体の資源の利用効率を引き上げ,経済成長率を高めることに

ある),ウ)地域間題の解決策は,産業 ･仕事を衰退地域つまり遊休労働力の所在地-と政策

によって再配置することにある (MartinandTyler,1992,144)0

また,30年代か ら70年代半ばまでの地域政策 を次の四つに集約することもで きる

(McCallum,1979,35-6)｡a)地域政策における姿勢とアプローチには,強い連続性と共通性

がある｡たとえば,失業の地域格差が地域政策の基本的な推進要田であり,この失業問題の重

視は地域間の平等化を極めて重視するという,一般的な社会的認識による｡ここでは,福祉の

地域的平等と経済効率との トレード･オフ問題は無視され,もしくは少なくとも著しく軽視さ
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れた｡b)上のア)と同じであり,地域経済問題の産業構成からの説明に,憩い合意があった｡

C)場所の繁栄 (placeprosperity これは人の繁栄=peopleprosperityと対比される)が一

貫して重視された｡人よりも地域 ･場所に焦点が当てられたのである｡これは,たとえ全国一

律の計画は,個々人のニーズ閤蓮に十分に対応できるとしても,地域スケールでの問題は別個

の公的解決策を必要とする,という前提に基づいていた.また,繰 り返し議論の一大焦点と

なってきたものであるが,労働力の地理的移動促進策は望ましくないばかりか,不成功に終わ

るという考えも,人ではなく場所を重視する政乗をとらしめるのに寄与してきた｡

d)公的機関は比較的受け身の姿勢を貫いてきた｡民間企業が率先するように政府は誘導す

ること,これは,官民両部門は各々の適正な役軸を担うべきであるという考えを反映していた｡

それゆえに,地域政策は全体としてラディカルな形態をとらなかった8)0

上のいずれもが,政策環境の激変,サッチャリズムなどによって,妥当性を失ったり否定さ

れたりした.まず,衰退地域間選の産業構成からの説明(ア)紘,既述のとおり,少なくとも工業

に限ってはもほや従来ほどには有効でないことが明白となった｡ノト企業に期待を寄せる政権で

もあったから,その振興や新規企業の生成に注意の日が傭けられた｡もっとも,下記のとおり,

それは国民経済全体についてであって,地域的措置としては極めて微弱な措置しかとられな

かった｡

次の(イ)については,国家による地域的介入つまり地域政策は,サッチャー政権下では,基本

的には社会的役割を担うにすぎないとされた (DTT,1983:Mohan,1999,186)｡このことは,

60年代に見られた地域間葛に関する政府見解のもっとも重要な変化は経済的要素が一層重視さ

れたことであるという事実とは際立った違いである (マ グクローン,1973,125)｡｢産業を労

働者のもとへ｣という従来の方針(ウ)も基本的に否定された｡個人の自助精神を強訴する政権で

あるから,仕事がえられる他地域に移らずに間親地域にとどまるならば,自らの責任において

そうすべきであるというのであった｡

失業の地域格差(a)を地域政策で重視することこれ自体は変わらなかったし,地域政策も存続

したものの,地域経済の状況悪化と照らしてみると,焼け石に水といっても過言でないはどの

ものに地域政策は縮小された｡先の トレー ド･オフ関係は,その市場主義からしても,開窓と

されたし,場所をとわない産業の再生 ･握輿や市場効率が,公平や平等よりも重視された｡

もはやいうまでもなく,｢場所の繁栄｣(C)もまた軽視された｡労働市場の硬直性を国民経済

の衰退の元凶とさえ見なすサッチャー政権であれば.それも当然のことであったろう｡政府の

地域措置の受動的性格(a)はサッチャー革命の下で一層強められた｡市場機能の復権を唱導する

政権がその受動性の強化に努めたことも,驚くには及ばない｡

要するに,地域間置にたいするサッチャー政権の処方葬は全体として新保守主義に強く裏付

8) このことへの不満はたとえば労働党左派の代表的論客,Hollandなどによって敷く表明された

(Holland.1976&および1976b)0
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けられた処方毒であった (Mohan,1999,186)｡戦後70年代半ばまでの地域政策は一種の空間

的ケインズ主義的政策であったが,サッチャー政権の政策はサプライ･サイドに傾斜したもの

であった.地域内からの経済凝乳 労働市場の硬直性の打破の重視は,従来のディマンド･サ

イドの地域政策との政権の決別を意味したOなお,サッチャー政権は企業撮興空間の創造をも

企図した｡このもっとも明白な実践例はエンタプライズ･ゾーンであり,都市開発公社である

(Mohan,1999,187)｡

ィ.地域政策支出の削減

公共支出全体の削減には,緒局のところは,サッチャー政権は成功しなかったのであるが,

地域政兼支出に関しては,必ずしも満足できるものではなかったにしても,ある程度の成功を

収めた (前掲図-2)0

ウ.AAsの見直しと地域援助の選択性の強化

表-1のとおり,80年代初頭にはAAsの敢闘が略縮小されたが,84にはウエスト･ミドラン

ド (の一部)が新たに指走を受けたために,AAs 全体の範囲は拡大した｡ただし,この点だ

けに注意を限定することは誤りで,地域援助措置が厳しくなったことと合わせて,その変化を

見る必要がある｡

表-1 AAs指定車岡の推移 (%)

特別開発地域 開発地域 中開地域 合 計

80年7月31日まで 14.i ll.4 18.4 43.9

80年8月1日以後82年8月1日以後 12.5125 9910 223 439

引用者注:全国 (Brltaln)の労働人口にたいする百分比.
(出所) ytlLLIandA一len. 1982,389および,同.1988.445より筆者作成b

工.地域政策の費用対効果の向上

既述のとおり,72年産業法に基づく地域援助には,地域政策の本来の狙いと合致しない援助

も少なくなく,援助の雇用効果にも大きな開港があった｡こうした実態に対応して,政策効果

を引き上げる改正が実施された｡

オ.AAsのサプライ･サイドへの注目

従来の地域政策では,確かに問題地域自身が砲えるサプライ･サイド間置への注意が不十分

であった｡これを改めて,サプライ･サイドが重視されることとなった｡明らかに,地域問題

は短期的間置ではなく,地域のサプライ･サイド問題に長期的に取り組んでこそ,是正きれる

間魅である (辻,1994b).ところが,問題の解決は基本的には市場に委ねるという考えに基

づいて,サッチャー政権は地域援助を最小限に抑えた｡

カ.域内小企業および外国企業の重視

全体として縮小され,また選択性を強める形で継続された地域政策の援助対象は,主として



サッチャー政権の地域政策改革とその背景 17

域内小企業および海外企業とされた｡内発的開発と地域のサプライ･サイドの重視は城内小企

業への期待となったが,実際の地域擾助はごく控え目なものにとどまった｡一方の外国資本は

重視されただけではなく,他の欧州諸国との激しい誘致競争に打ち勝つための援助がRSA制

度によって与えられた｡

3-3 改革の事点

1) 79年の政策変更

政権発足直後の政策変更 (T'.udkandZndwtly,1979)については,筆者はすでにそれを紹

介する機会を持ったので (辻,1988,30-1),ここではとくに手短に記すことにする｡

変更内容は,AAs の範域縮小とその格下げ (前掲表-1),RDGsの補助率引き下げ (開発地

域)とその廃止 (中間地域),事務所開発規制の撤廃および工業立地規制の緩札 イングラン

ド諸地域の地域計画協議会の廃止,である｡それらは順次実施され,他の変更も行われた｡た

とえば事務所立地規制の廃止後,この国の産業立地政策を特色づけてきた工業立地規制もまた

ついに廃止された (辻,1998)｡

2) 84年改革

79年の政策見直しの主たる狙いは,公共支出の削減にあり,政策日積やその実施の根本的再

検討は行われなかった｡したがって72年産業法で導入された地域援助構造はそのまま継果され

たのである｡ところが,その援助構造を南棟とする限り,地域政策支出の削減は解離であるこ

とが判明した (前掲図-2)｡AAsの段階的変更も完了した82年時点では,次の政策変更の方向

はすでにおよそ明らかであった｡ウエスト･ミドランドの失業率はスコットランドのそれを上

回った｡地域改葬の効果や他の空間政策とのその関係に関しても,政府内で開窓とされていたO

これらのことなどを背景として,関係各省による政策点検が行われ,その結果が"Regional

lndustrlalDevelopment"(DTI,1983)として83年12月に発表され,翌年11月に新たな地域政

策が実施された (Damesick,1987,53155)｡それらの骨子のいくつかは次のとおりである (辻,

1988,31および1994b-19-20)｡

a.地域間蓮の是正は,原則的には労働市場の ｢自然的｣調整 (貸金の伸縮性や労働の地理

的移動など)によるべきものである｡

b.全国的に失業が高水準にある (労働力不足地域がかつてのようには存在しない)状況下

では,地域改発の経済的理由は必ずしも明白ではなく,その主たる根拠は社会的である｡

C.地域援助の費用対効果を,援助の雇用創出との結び付きを強めることによって,引き上

げる｡このために,RDGsの対象から,雇用を生まない更新投資 .近代化投資が除外され,

雇用一つ当たりの補助金に上限が設定される｡

d.地域援助の重点は,自動的援助 (RDGs)から選択的援助 (RSA)へと移される.

e.AAs 内での新患開発,内発的開発の推進を掲げる｡だが,その具体的措置は十分には
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とられなかった｡

f.AAs地図が見直される｡すなわち,特別開発地域が魔止され,AAsは開発地城と中間

地域の2種類となる｡また,中間地域の指定乾田が大きく広げられる (前掲表-1)｡これ

は,ウエスト ミドランドの政府へのロビー活動が功を奏した結果,この地域が中間地域

に指定されたからであり,この地域はついに初めて地域援助を受けることとなった

(Town roe,1985,10)9)0

g.地域援助の対象として,サービス産業 (ただし,ごく限られた業種にとどまる)を初冷

て製造業と同等に位置付ける.

このような84年改革については,Wood(1984)など多くの論評が現われたが,保守党政権

は,地域政策を政治的措置と見なし,また外国資本の対英投資およびEC地域政兼基金を引き

つける挺子と見なした,というBalchin(1990,74)の辛い評価を不当ともいいきれないよう

な改革であった｡

3) 88年の改革

87年に再度,地域政策の再検討が試みられた結果,翌88年1月に,白書 `̀DTト血eDeparト

mentForEnterprlSe"(DTT,1988)が公表され,その後新政策が実施された｡ここでもその要

点のいくつかを列挙するにとどめる (辻,1994b,20-1).

ア.84年に示された政策方針をさらに強化する｡すなわち,地域間麓への援助を,一段と選

択的に,また支出効果を一層高めるものにする｡そのための重要な見直しのひとつとして,

RDGsが廉止される.

ィ.前回の改革時の方針に沿って,地域が内発的開発を,つまりそれ自身の潜在的成長力を

実現 ･発揮するように支援する｡

ウ.援助の標的が,イギリスの大企業から,その小企業および対英進出を図る外国企業へと

移る｡

エ.小企業への地域援助として,ReglOnalEnterprlSeGrantsが新設される｡ この援助措置

は,従業員25人未満の小企業に対する固定資本投資および革新投資への凌助からなる｡

オ.また,小企業振興の重視,内発的開発重視策の一環として,地域企業の経営能力 ･戦略

の改善促進のために,Enterpnselnltiativeが導入される｡事業開発のコンサルタント

サービスの活用の際に,企業支援を図るものである｡これは,従業貞25人未満の小企業に

限定した全国措置であるが,AAsではその他の地域より手厚い援助がなされる｡

4.地域政策改革の評価 と課題

サッチャー革命は,改めて指摘するまでもなく,経済面に限っても広範囲に亙って旧来の仕

9) ウエスト ミドランド経済の衰退についてはTheHuntReporI(DEA,1969)でも指摘された｡ま
た,山名 (1988),辻 (1997a)をも参照｡



サッチャー政権の地域改発改革とその背景 19

組みや秩序を根底から揺るがした｡サッチャリズムの経済的評価に関しては他の研究にゆだね

(MIChle,1992),ここでは,地域政策改革を中心に若干の評価を試み,サッチャー政権が地

域政策関連で90年代に残した幾つかの課題を指摘することに限定しようO

｢戦後の合意｣下での政治は,｢二つの国民｣化を防止し,｢一つの国民｣化を志向するもの

であった｡主要政党は ｢一つの国民｣化政策の推進によって,国の全地域から国民の支持を得

ようとした｡この努力は戦前の資惨な不平等状態に二度と戻らないことを国民に確借させるた

めであった (Mohan,1999,36)｡それは地理的には,衰退地域と繁栄地域への国の分裂を,つ

まりは地域格差の悪化を回避し是正しようという一種の空間政策=地域政策として具体化され

た (HudsonandWilllamS,1995,218)｡だが,先述のとおり,70年代半ば以降 ｢戟後の合意｣

との決別の一環として,キャラハン政権によってやむなく断行された地域政策からの国家の後

退は,サッチャー政権下では,今度はその市場主義思想にもとづいて,なんらのためらいもな

く強力に推進された｡この政策後退が,関連する他の諸政策ともあいまって,地理的にも ｢二

つの国民｣化を,従来にもまして際立たせる有力な一因となった｡｢南北分裂｣(theNorth･

southDivide)10)が多くの論者の注意を引きつけたばかりか新開などでも取 り上げられたのも,

当然のことであった (EznancialT2'mes,1989HudsonandWllliams,1995,218)｡

すでに明らかなとおり,サッチャリズムは ｢二つの国民｣化を助長する不平等化の政治とみ

なすことができる｡これは次の幾組かの対義語を通して機能した｡すなわも,依存と自立,公

と私,国家と市場,北と南,製造業とサービス産業,集産主義と個人主義などであり,もちろ

んサッチャリズムはそれぞれの後者に力点をおいた (Mollan,1999,38)0

したがってサッチャリズムは疑いなく経済的にも勝者や成功者の教義である (Riddell,1987,

6)｡介入主義の否定に基づく市場の復権を,公平 ･平等よりも効率 ･髄争を,そして結果の平

等よりも槻会の平等を重視するならば,国民の勝者と敗者-の分裂,経済的不平等がより顕著

になる恐れは十分にある｡実際,この危快はサッチャー政権下で現実のものとなった｡産業で

の勝者は金融 ･サービス産業であり,その敗者は製造業であったし,職業に注目すれば,勝者

は専門職などのホワイト･カラ-であり,敗者は工業の現場労働者とくに未熟練労働者であっ

たCまた,有業者と失業者との分裂も際立った｡さらに言えば,図-3が示すような住宅ブーム

のなかで,持ち家の人々と借家住まいの人々もそれぞれ勝者と敗者とになった (Riddell,1987,

6)ll)Cこうした勝者と敗者との社会的分裂は,改めていうまでもなく,地理的には先述の

10) ｢南北分裂｣については,たとえばLewIS,JandA Townsend(1989),HudsonandWilliams

(1995)などを参照｡なお.次の ことも看過してはならない｡地域レベルの空間格差だけが閃電なの

ではない｡地域間格差よりも地域内格差のほうが大きいといわれもするように,後者の格差にも注意

が必要である｡地理的にごく大まかにみた南北格差と同じほどに,たとえばサウス･イースト内格差,

スコットランド内格差などが,そしてまた都市内格差が重大関心事なのである (Balchin,1990,114)｡

地域政策と並んで都市政策が実施されてきたのも,それゆえである｡

ll) もっとも,90年代初頭の不況と金利高とによって,持ち家を手放さざるをえない例が続出した｡
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国-4 軸遺業の岨固定資本投資総額の推移

1980 81 12 83 84 g5 86 87 88 89 90

荏:】985年価格,百万ポンド SotJme･CSO
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｢南北分裂｣という形態を取った070年代末から80年代初めにかけての工業の劇的な縮小に

よって (図-4),イギリス経済の脱工業化,サービス経済化は一段と鮮明になったが,この

産業構造の変化の勝者は指摘するまでもなく ｢南｣(南都諸地域)であり,これとは逆に ｢北｣

(北部諸地域)は構造変化の誇費用を負担する役割を負わされた (義-2)｡

だが,見逃してはならないことは,確かにサッチャー政権時代における国民経済の構造変革

は,勝者と敗者との分裂を鋭くしたが,勝者が多数派 (全体の3分の2)であり,敗者は少数

派 (3分の1)であったという事実である (Riddell,1991,218)｡これが有力な一因となって,
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表2 地域別平均週間家計収入とその収入源別構成比,1980181および1990-91年

平均週間家計収入 収 入 源 (%)A ち C D E

(ポンド) 貸金および給 料 自 営 投 資 社 会 保障 給 付 そ の 他

(North)Scoltand 146.8 70.5 7.2 2.7 13.9 5,7
306.5 61.0 7.9 7.0 13.6 10.5
140.2 71.0 4.0 2_2 16.2 6.6

NorthNorthwest 275.8 65.9 4.3 3.4 15.8 10,6
155.4 69.3 5.7 2.9 13.7 8.4
321.0 60.1 9.I 5.8 12.7 12.3

135.0 70.1 4.3 2.5 15.9 7.2
295.5 62.4 5.4 7.0 13.6 ll.6

148.6 71.8 5.86.8 2.8 ll.8 7.8340.豆 64.3 5.0 10.5 13.4
■155.3 71.2 4.9 3.2 12.0 8.7
319,7 ･61.2 8.9 5.3 12.4 12.2

Walesくspoth) 143.8 65.7 6.6 2.9 16.6 8.2

岳84.4 57~._8 8.2 5.4 16.1 12.5

151.6 67,8 7.2 3.7 12.4 8.9
340.3 61.7 9.8 6.2 9.9 12.4

SollthEast 183.4 70.8636 6.0100 4.064 9.576 9.7124

SotlthWest 434.1149.1 60.8 7.2 5.8 14.2 12.0

注:1.家計支出訴査 (抽出瀦査)による｡
2.各地域の上段は1980-81年,下段は1990-91年の数値o

他所) cso.1993.101(表8.1)より筆者作成｡

サッチャー政権は二度再選を勝ち取ることができたのであり,｢北｣やインナーシティなどで

打ち続く高失費と凍劾な貧困にもかかわらず,政府がそれらへの対応を不十分かつ緩慢なもの

で終始させることができたのも,もはや ｢北｣やインナーシティなどの政治的支持を必要とし

なかったからである (Riddell,1991,210).かくして,｢南北分裂｣は政治面でも従来にもまし

て明確となった｡すなわち ｢南｣では保守党が,｢北｣では労働党がその支持を勝ちえたので

あった (図-5)O

サッチャー政権が重視した企業振興 ･開業でも,南北格差は否定すべくもなかった｡80年代

はサービスの10年であるとともに (Graham,BeatsonandWells1989),創業の10年でもあっ

た (Daly,1990)｡しかしながら,新企業の生成は,やはりすでに開業に有利な条件に定まれ

た南都諸地域で活発であり,地域潅済再生のためにその必要度のはるかに大きい北都諸地域で

は概 して低調であった (秦-3)bこの事実は十分に予想されたことであっただろうが,｢北｣

-の政兼支援が微々たるものであっただけに,それはなお一層不可避であった.
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圃15 1987年耗選挙における保守党の地域別得票率

(出所)N血 抑dWLlll1mS,1995,245

既述のとおり,70年代未のイギリス経済はなんらかの変化は避けられず,また必要不可欠と

もするようなある限界点に到達していた｡そこに登場したのが,｢戦後の合意｣や戦後体制に

正面から挑戦するラディカルな市場主義政権,サッチャー政権であった｡その政権期間に生じ

た経済的変化がこの国にとって最善であったか否かは速断できないが,ともかくも激変が生じ,

多くの経済面で構造転換が相当程度に成し遂げられた｡そして,その構造転換をサッチャー政

権が加速したことは疑いない｡イギリス経済はその構造変革によって,古い構造や仕組みの払

拭などの一定の ｢成果｣を手中に収めたであろうが,もちろんそれは大きな代償を支払っての

ことであった｡たとえばインフレ退治の成功は大量失業の犠牲を伴ったし (Green,1989,16),

地域政策支出の大幅な削減も社会保障給付の増加を随伴した (Balchin,1990,77)｡さらには新

たな産業構造への転換もまた ｢南北分裂｣など数々の社会的 ･空間的分裂のうえに実現したの

であ･3た｡そして,市場主義政権ならば当然のことであっただろうが,それら代償への政策的

配慮はできるかぎり低水準にとどめられた｡

既述のとおり,サッチャー政権の地域政策改革の中には,その費用対効果の改善措置や,

サービス産業への地域援助の拡充も含まれていた｡これらは,他の諸点では鋭い批判を投げか

けた論者たちでさえも肯定的評価を下したように,それじたいとしては望ましい変更ではあっ

た｡ところが,それらとて所詮は地域政兼全体の縮小という基本的枠組みのなかでの是正策で
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秦3 地域別企業生成率,1983巧1年

A ち C D
83年末里錬企兼 91年末登録企業数 純増加数 (a-A) 増加率 (C/A)

(North) 694.9 815.4 120.6 17.418.7Scothrld 99.4 118.0 18.6

North 55.7 64.3 8.6 15.4

NOrthWest 136.2 156,9 20.7 15.2

TIT)mbersidc 109.5 127.5 18.0 16.4

96.0 116.6 20.6 21.5

121.8 145.4 23.6 19.4

Wales 76.3 86.7 10.5 13.8

(south) 650.6 847.7 197.1 30.3

56.8 69.8 13.0 22.9

Southeast 460.4 614.1 153.7 33.4

SOllthWcst 133.4 163.8 30.4 22.8

注1.付加価値税用の空身企業である.
Z.A.8 Cの単位は 1.000.Dの単位は%である｡

(出所)CSO.1993.145(表13.8)より筆者作成｡

あった｡政策の費用対効果の引上げと,地域政策支出の削減とは,本来は別のものであろうが,

サッチャー政権は後者の下で前者を企図したのであるから,全体としては地域格差のめぼしい

是正効果は期待すべくもなかった (Balchin,1990,74)｡

サッチャー政権も,いうまでもなく,一定の成果ばかりでなく重大な課患をも残した｡それ

らの一部は上述の代償そのものであるが,サッチャリズムが残した諸課麓は,基本的には市場

主義に余りに強く傾斜した政策と,そうした政策をその一国として生み出された経済社会の実

態とに,ある見直しを求めるものであるD本稿との関連で,課題のいくつかを挙げれば以下の

とおりである｡

ア) 課鷺の一つ帆 やはり ｢南北分裂｣である｡サッチャリズム ･市場主義は,理論上で

は実現するはずの経済的平等化を現実世界にもたらすことはできなかった｡仮に十分に長い時

間が与えられるならば,またそれだけの長時間とその間に生ずる多くのコストに社会が耐えら

れるならば,あるいは理論上の結果が現実世界でもそのまま実現するのかもしれない｡だが,

多くの社会がそうであるように,イギリス社会もそのような時間的余裕を認めず.またそのコ

ストに耐えることをも拒絶した｡サッチャー政権の一層の長期化,そのラディカルな市場主義
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の継萩を政治的にも否定したのである.それには,その間に得られた一定の成果,相対的に決

定的な苦境から脱し得たというような成果などが,市場主義政権の否定の一助となったかもし

れない｡ともかくも,鋭く引き裂かれた社会の一定の修復は,社会的にばかりか地理的にも必

要となったのであるOもっとも,｢南北分裂｣は空間分裂の一つにすぎず,地域内や都市内で

の空間分裂も激化した｡そのために,90年代の政権は, こうした分裂にも配慮しなければなら

なくなるのである｡

イ) 国および地域の経済力 ･競争力という点からみても,イギリスでサッチャー政権のよ

うな市場主義をさらに貫くことが,果たして適切であるのかという聞愚もある｡地域的失業開

港などの地域間恩を主として社会的開溝として解するだけで十分であるのか,もし国全体の経

済力 ･競争力の回復強化が一大課題であり,地域もまた同様の課題を有するのであるならば,

国民経済に寄与するために,また地域自身のためにも,閉息地域の不満足な経済状態を放置す

ることはできない｡そして,市場主義にのみその改善を期待できないのであるならば,やはり,

一定の公共介入が,政府の一定の積極的役割が必要であるという見方も十分にありうる｡同じ

ことは,より小さいスケールの空間格差問題にもあてはまる｡

ウ) EC (EU)関係が経済全体としてばかりか,地域政策に関しても次第に密接となって

いくにつれて,サッチャー政権下の国･自治体の経済の中での位置付けが再検討を迫られるよ

うになった12)oECの地域政幸削こおいて地域 (regions)レベルなどサブ･ナシぎナル･レベ

ルの地理的単位 ･公共機関などの役割がしだいに大きくなるとともに,イギリスにおける実瀬

との触缶がより一層明白となったのである｡

エ) サッチャー政権時代には,｢強い国家｣の一環として,政府関係機関が次々と役偉され,

EI家の地域関連施策も相次いで打ち出されたOとくに都市政兼では諸措置が乱立した.そのう

え,地域レベルやローカル･レベルなどで,下からの経済振興施策が,そのための諸機関が数

多く展開された｡それらすべてが十分な整合性をもたなかったがために,無駄な重複や競合関

係が生じることも少なくなかった｡こうした混乱状態もまた,地域政策さらには空間政策全体

に何らかの検討を加える必要性を強めたのであるoそのうえ,既述のような各地での主体的な

経済的取り組みは,サッチャ-政権下で憩まった権限の国家への集中化への疑問を凍き立てる

一因となったC

オ) 強固な市場主義は,他の面でも不十分さを露呈した｡その一例は,80年代後半におけ

るサウス･イーストでの経済的過熱である｡そのすべての斉がサッチャリズムに帰せられるわ

けではないとしても,その一半は地域政策や地域計画の軽視にある,という見解は一定の祝得

力をもつように思われる (Balchin,1990,82-83).しかるべき政府介入や計画はやはり欠かせ

ないという声は産業界の間でさえ聞かれた｡

12) 地域政兼におけるイギリスとEC(EU)との関係は,本満では考察の外におかれている｡
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これらはすべて.サッチャー政権の退陣とともに,新たな装いを凝らした形での地域政策,

さらには空間政策の復権あるいはその新展開に寄与することとなるのである｡この意味で,

サッチャー時代の終幕は地域政策 ｢冬の時代｣の一つの終駕でもあった｡

5 お わ り に

この小塙は,サッチャー政権の地域政策改革を凍り返り.併せて若干の評価と諌蓮に注意を

向けながらも,一つには,政権の政策思想 ･サッチャリズムそのものにも一定の紙幅を割き,

さらにもう一つ,政権以前の地域政策の一般的特性とそれが抱えた課恩,政策環境の変化にも

言及した｡これらは,サッチャー政権が一面ではそれまでの歴代政権との間で決定的な相違点

をもちながらも,他面では,過去との間に,とくにヒース政権やキャラハン政権との間にある

程度の類似性 ･共通性をも合わせ持つことを,浮きたたせるためであった｡そして,サッチャ

リズムともサッチャー革命ともいわれるイギ.)ス全体の変革を企図した諸政策の少なくともそ

の一部は,事実上,保守党の宿敵,労働党のキャラハン政権期にその第一歩をすでに踏み出し

ていたのである｡つまり,サッチャー政権の改革路線の小さからぬ部分は70年代後半に敷かれ

たのであった｡地域政策にかんしてもまたしかりであった｡

もちろん,サッチャー革命は地域政策においてもその独自性をいかんなく発揮した｡地域政

策手段のうち,立地規制は全廃され,企業-の優遇措置は圧縮されるとともに,その選択制が

強められた｡肯定的･積櫨的な変更を含みながらも,その地域政兼改革は全体として,徹底し

た市場主義に基づいて,その縮小として具体化された｡

サッチャー革命は産業構造 ･労働市場など多くの経済面で変化を加速し,イギリス経済に長

い間まといついてきた古い構造や体質の払拭,新しい構造や仕組みへの移行など,国民経済全

体としては一定の成果,時に目覚ましいとも評価されるような成果を挙げた (こうした払拭お

よび移行は一般的には避けられないことであったであろうから,この意味において練 ｢成果｣

であったろう)｡だが,その代償も小さくはなかった｡｢分裂｣が,市場や効率と並んで,サッ

チャー時代のイギリスを描写する際の一つのキーワードとなるかのような経済的社会的実態は,

その痛みの大きさを示すものであろう｡｢南北分裂｣その他の空間分裂はまさにその代償の一

つの地理的表出であった｡

断るまでもなく,サッチャー政権下の地域政策が,本稿で論じ尽くされたわけではない｡そ

の地域政策改革の背景などに大きな紙幅を振り向けたがために,地域政策改革の内容そのもの

の叙述が極めて不満足な状態で終わった｡地域政策面でのイギリスのEC (現在のEU)との

関係,地域政兼と都市政策その他の諸政策との関係なども,80年代のこの図の地域政策を論じ

るにあたっては,欠かせない論点である｡このような意味でも,この小橋は ｢サッチャー政権

下の地域政策｣研究の一部にとどまるのである.
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